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都道府県医師会  

介護保険担当理事  殿  

 

日本医師会常任理事 

      鈴 木 邦 彦 

 

平成 29年 10月 1日以降の平成28年熊本地震で被災した被保険者の 

利用料の免除に関する取扱いについて 

 

平成28年熊本地震により被災した介護保険の被保険者に対する利用料の取扱いにつきまし

ては、これまで厚生労働省より発出されている事務連絡において、免除の要件等について示

されてきたところです。 

本件に関しまして、今般、厚生労働省より利用料の免除証明書を提示することによる利用

料の支払い免除に関する取扱いについては、平成29年 9月 30日をもって終了する旨の事務

連絡が発出されましたのでご連絡申し上げます。 

つきましては、熊本県内の市町村の被保険者であって他の都道府県に避難されている方も

いらっしゃることから、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、傘下の郡市区医師

会及び会員へご周知賜りたく、よろしくお願い申し上げます。 

  
 
 
 

（添付資料） 

 

・平成29年 10月 1日以降の平成28年熊本地震により被災した介護保険の被保険者に係る利用料に関

する取扱いについて  

（平29.9.28 事務連絡 厚生労働省老健局総務課認知症施策推進室、介護保険計画課、高齢者支援

課、振興課、老人保健課） 
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平成２９年１０月１日以降の平成２８年熊本地震により被災した介護保険の

被保険者に係る利用料に関する取扱いについて

　

平成 ２８年熊本地震により被災した介護保険の被保険者に対する利用料の免除に関する取
扱いについては、「平成２９年度における平成２８年熊本地震で被災した被保険者の利用料の免

除に関する取扱いについて」（平成２９年３月７日厚生労働省老健局各課事務連絡）でお示し
しているところですが、 平成２９年１０月１日以降の取扱いについて、 下記のとおりといたし

ますので、内容を御了知の上、貴管内市町村及び関係団体において適切な取扱いがなされま
すようご配慮をお願いいたします。

記

１

　

利用料の減免の取扱いについて

　

現在、熊本県内の市町村の被保険者であって、利用料の免除証明書を提示したものにつ
いて、 利用料の支払いを免除することとしているが、 この取扱いは平成２９年９月３０日を
もって終了する。

２

　

利用料免除証明書の取扱いについて

　

免除証明書の有効期限は、 現在 「平成２９年２月２８日まで」 と印字されている免除証明

書であっても有効なものとして取り扱うこととしているが、 平成２９年１０月１日以降は、
有効期限が切れた免除証明書は無効なものとして取り扱うこと。また、有効期限が「平成
２９年９月 ３０日まで」 となっている免除証明書についても同様に無効と取り扱うこと。
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平成２９年９月２８日

熊本県

　

健康福祉部

　

御中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

厚生労働省 老健局介護 保険計画課

平成２９年１０月１日以降の平成２８年熊本地震により被災した介護保険の

被保険者に係る保険料及び利用料の減免に対する財政支援等について

　

平成 ２８年熊本地震により被災した介護保険の被保険者に対する保険料及び利用料の減免
措置に対する財政支援の延長及び当該被保険者に係る利用料の免除証明書の取扱いについて
は、「平成２８年熊本地震により被災した介護保険の被保険者に対する保険料及び利用料の減
免の要件等に関する取扱いについて」（平成２９年２月２８日厚生労働省老健局介護保険計画課
事務連絡） でお示ししているところですが、 平成２９年１０月１日以降の取扱いについては、
下記のとおりとしますので、 内容を御了知の上、 貴管内市町村及び関係団体へ周知いただき

ますようお願いいたします。

記

　

減免における財政支援について

　

熊本県内の市町村において、 平成２９年１０月１日以降も保険者の判断で被保険者の保険

料又は利用料の減免を行った場合には、特別の財政支援は行わない。

　

一方、 平成２９年１０月１日から同年１２月３１日までの間も引き続き減免を行い、 当該減

免額が介護保険の調整交付金の交付額の算定に関する省令（平成１２年厚生省令第２６号）

第７条第１号又は第２号に掲げる基準を満たす場合には、これら各号に基づく特別調整交
付金の交付対象となる。その際、これら各号の規定に基づき、平成２９年１月１日から同年

１２月３１日までの減免額を基準として交付要件に該当するか判断することとなる。

　

なお、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）に係る特別調整交
付金についても、 同様の取扱いとする。

２

　

利用料免除証明書の取扱いについて

　

免除証明書の有効期限は、 現在 「平成２９年２月２８日まで」 と印字されている免除証明

書であっても有効なものとして取り扱うこととしているが、 平成２９年１０月１日以降は、
有効期限が切れた免除証明書は無効なものとして取り扱うこと。 また、 有効期限が 「平成

２９年９月 ３０日まで」 となっている免除証明書についても同様に無効と取り扱うこと。




